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（総則）

第１条　令和7年度宮代町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) １５，５００ 件

(2) ３，７１２，０００ ㎥

(3) １０，１６９ ㎥

(4) 老朽管布設替工事及び配水池築造工事

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 ８５６，８１６ 千円

第１項 ７３６，９８６ 千円

第２項 １１９，８１０ 千円

第３項 ２０ 千円

第１款 ８３４，３７７ 千円

第１項 ７９６，３９９ 千円

第２項 ３２，８６８ 千円

第３項 １１０ 千円

第４項 ５，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不

　足する額２６０，５１７千円は、建設改良積立金８１，２６２千円、当年度分消費税資本的収支調整

　額２３，８８４千円、過年度分損益勘定留保資金１５５，３７１千円で補てんするものとする。)。

第１款 ８９７，５２４ 千円

第１項 ６４７，９００ 千円

第２項 ８，２１４ 千円

第３項 １００，０００ 千円

第４項 １４１，４００ 千円

第５項 １０ 千円

第１款 １，１５８，０４１ 千円

第１項 １，０７５，０００ 千円

第２項 ７３，２２３ 千円

第３項 ９，８１８ 千円

予 備 費

収　　　　　入

営 業 外 収 益

固定資産購入費

建 設 改 良 費

事 業 費 用

支　　　　　出

出 資 金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

資 本 的 収 入

固定資産売却代金

補 助 金

企 業 債 償 還 金

特 別 損 失

負 担 金

企 業 債

特 別 利 益

営 業 収 益

主な建設改良事業

年 間 総 給 水 量

事 業 収 益

一 日 平 均 給 水 量

収　　　　　入

給 水 件 数

資 本 的 支 出

令和7年度宮代町水道事業会計予算

支　　　　　出
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（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又

　はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) ３８，５３４ 千円

(2) ３０ 千円

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和７年２月２０日　提出

埼玉県南埼玉郡　宮代町長　新　井　康　之

限度額 起債の方法 利率

配水管整備事業
及び

浄・配水場施設
整備事業

起債の目的

職 員 給 与 費

政府資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権
者と協定する事項による。ただし、企
業財政その他の都合により据置期間及
び償還期間を短縮し、又は繰上償還若
しくは低利に借換えることができる。

償還の方法

交 際 費

収益的支出における各項間の流用

資本的支出における各項間の流用

年４．０％
以内

普 通 貸 借
又は

証 券 発 行
６４７，９００千円

水道料金システム電算処理業務委託
（単価契約）

令和８年度
水道料金システム電算処理業務委託（単価契約）
に要する額

事　　　　　　　項 期　　間 限　　度　　額

次亜塩素酸ナトリウム購入単価契約 令和８年度 次亜塩素酸ナトリウム購入に要する額
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令和7年度宮代町水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

1

1

1

2

3

2

1

2

3

4

3

1

2

支　　　　　　　出

1

1

1

2

3

4

5

6

2

1

2

3

3

1

2

4

1

20

雑 収 益

固 定 資 産 売 却 益

2,756

834,377

10

過 年 度 損 益 修 正 益 10

備　　考

営 業 収 益

事 業 収 益 856,816

給 水 収 益 672,160

119,810

そ の 他 営 業 収 益

736,986

款 項 目 予定額（千円）

21,816

分 担 金 43,010

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 60

備　　考

消 費 税 還 付 金 52,043

特 別 利 益

総 係 費

目

営 業 費 用

事 業 費 用

款 項

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費 78,203

95,856

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費 274,306

2,478

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用 20

32,868

消 費 税

特 別 損 失

雑 支 出 10

支 払 利 息 32,848

10

予 備 費 5,000

5,000予 備 費

796,399

固 定 資 産 売 却 損 10

長 期 前 受 金 戻 入 64,951

過 年 度 損 益 修 正 損 100

345,536

110

予定額（千円）
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

1

1

1

2

1

3

1

4

1

5

1

支　　　　　　　出

1

1

1

2

1

3

1

出 資 金 141,400

他 会 計 出 資 金 141,400

企 業 債 647,900

国 庫 補 助 金

補 助 金

100,000

100,000

項 目 予定額（千円）款 備　　考

資 本 的 収 入 897,524

8,214

企 業 債 647,900

10

10

工 事 負 担 金

負 担 金

資 本 的 支 出 1,158,041

建 設 改 良 費

建 設 改 良 費 1,075,000

1,075,000

企 業 債 償 還 金 73,223

73,223元 金 償 還 金

固 定 資 産 購 入 費

固定資産購入費 9,818

9,818

固 定 資 産 売 却 代 金

固定資産売却代金

款 項 目 予定額（千円） 備　　考

8,214
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額

未払金の増減額

貸倒引当金の増減額

賞与引当金の増減額

貯蔵品の増減額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入

建設改良企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

資金期首残高

資金期末残高

955,014

1,032,145

△ 73,223

574,677

77,131

令和7年度宮代町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 500

294,519

60

△ 32,848

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

△ 60

32,848

△ 1,178

△ 48,358

128,546

2,468

261,731

△ 986,199

98,376

274,306

647,900

△ 64,951

100,000

△ 48

△ 8

△ 759,277
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１ 総　括

給料 手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※(　)内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書きしている。

20,778

（千円）

0

（人）

(1)
4

(0)
5

一般職

（人）

給　　　　与　　　　費

12,010

12,745

報酬

20,096

0

228

区　　　　分

本年度

職　員　数

0

特別職

前 年 度 1,248

35

0

(1)
△1

0

228

管理職
手当

△ 735

前年度

比　較 0

通勤手当

（千円）

△ 1,417

地域手当
管理職員
特別勤務

手当

（千円）（千円）（千円）（千円）

住居手当

480

38,534

40,768

△ 2,234

（千円）

△ 817△ 682

32,106

33,523

時間外
勤務手当

法定福利費 合　　計

本 年 度

6,428

7,245

3,655

勤勉手当

（千円）

区　　分

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

（千円）

1,106

1,307

△ 292

480

0比 較 0

40

25

15 △ 320

4,508

16

1,264

4,828

扶養手当

（千円）

510

498

12 △ 201

219

184

給　与　費　明　細　書

期末手当

3,947

－　　－6



２ 給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分 改定率

平均昇給率

職員数の異動状況

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増　減 人 人 人

採用・退職・会計間の異動等状況

R6.1.2～R7.1.1

R7.1.2～

（見込） （見込）

地域手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

地域手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

扶養手当 千円

地域手当 千円

通勤手当 千円

時間外勤務手当 千円

管理職員特別勤務手当 千円

期末手当 千円

勤勉手当 千円

(0)
1人

採用等
(0)
0人

退職等
(0)
0人

採用等
(0)
0人

退職等

(1)
4

(0)
5

(1)
4

(0)
5

在職する職員数×

備　　　　　　　　　　考

給料表改定に伴う

（千円）

増　減　事　由　別　内　訳

144

△ 735 給与改定に伴う増減分

1.8%

説　　明

12月

（4,000円×3人×

(1)
△1

(1)
△1

そ の 他 の 増 減 分

△ 5

35

△ 682

採用、退職、

0.8%

12月）

8

（その他）会計間の異動

等による増減

会計間の異動

105

昇 給 に 伴 う 増 加 分

（　計　）

108

27

12

32

採用、退職、

る手当額の変

等による増減

△ 424

△ 204

15

更による増額

16

△ 460

給与改定によ

（千円）
区　分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

給 料

9

67

増 減 額

268

△ 811

現に在職
する職員数

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,094

増額

平均昇給額×現に

手 当
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３ 給料及び手当の状況 

(1)職員一人当たりの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

(2)初　任　給

一 般 会 計 の 制 度

行　 政　 職　（円）

(3)級別職員数

※(　)内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（級別の標準的な職務内容）

令和６年１月１日現在

２級

企業職

4

計

0　（0）

5

100.00

20.00

６級 ３級

主　査主　幹

５級

課　長

４級

100.00

4　（1）

1 20.00

副　課　長

6

20.00

2　（0）

0　（0）

1　（0）

1　（1）

0　（0） 0.006

40.00

50.00

3

職　員　数　（人）級

1　（0）2

188,000

225,600

0　（0）

大　　　　学　　　　卒

区　　　分

企　　業　  職 （円）

384,997

25.00

１級

平 均 年 齢

高　　　　校　　　　卒

48.05

区分

職　　　　種

51.10

326,400

367,062

平 均 給 料 月 額

区　　　　分

令和６年１月１日現在

令和７年１月１日現在

平 均 給 与 月 額

343,320

188,000

平 均 給 料 月 額

主　任

平 均 給 与 月 額

1　（0）

5　（0）

225,600

0.00

0.00

（0.00）

（100.00）

平 均 年 齢

計

1

25.005

4

1　（0）

2

2　（0）

0.00

3

0　（0）

令和７年１月１日現在

（企業職）
区　　　　　　　　　　分

（0.00）

企　　業　  職

（0.00）

（0.00）

（0.00）

（0.00）

（0.00）

（0.00）

0.00

主　事

（0.00）

構　成　比（％）

（100.00）

（0.00）

（0.00）

（0.00）
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(4)昇　　給

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

　職　員　数（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

(5)期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率

※(　)内は、定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

(6)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(7)その他の手当

企業職

33

区　　　　　　　分

本
　
　
年
　
　
度

0

0

0

0

0

最 高 限 度
（月分）

47.709

5

一般会計の制度 2.30（1.200） 2.30（1.200）

0

4

本 年 度

33.27075

35年勤続の者
（月分）

有

前
　
　
年
　
　
度

4

2.25（1.175）

0

2.30（1.200） 2.30（1.200）

　6号給　　（人）

80.00

47.709

一般会計の制度との異同区　　　　　分

有

区　　分
20年勤続の者

（月分）

24.586875支給率等

備　　考

2.25（1.175）

同　　　　じ

25年勤続の者
（月分）

一般会計の制度
（支 給 率 等）

扶 養 手 当

差　 異　 の　 内　 容

47.709

通 勤 手 当 同　　　　じ

24.586875 47.709

住 居 手 当 同　　　　じ

埼玉県市町村
総合事務組合

埼玉県市町村
総合事務組合

33.27075
定年前早期

退職特例措置

地 域 手 当 同　　　　じ

前 年 度

4

区　　　　分
６月（月分）

号給数別内訳

　2号給　　（人）

　8号給　　（人）

12月（月分）

0

4

75.00

0

5

　2号給　　（人） 0

3

　4号給　　（人）

　4号給　　（人）

4

0

0

号給数別内訳
　6号給　　（人）

4

　8号給　　（人）

その他の
加算措置等

3

75.00

合　計

定年前早期
退職特例措置

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

80.00

支 給 率 計

（月分）

4.60（2.40）

4.50（2.35）

4.60（2.40）

備　考
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

8,325

20.7

0 100.0

13,850

備　考

逓次繰越
52,697
　千円

継　続　費　に　関　す　る　調　書

462,697 40.2675

計
1,150,000 237,303 462,697 450,000 1,150,000

7 450,000 450,000 39.1

237,303

1資本的
1支　出

1建　設
1改良費

浄・配
水　場
施　設
整　備
事　業

5 290,000

令和

令和

令和

6 410,000

当　該
年　度
支　払
義　務
発　生
予定額

当　該
年度末
までの
支　払
義　務
発　生
予定額

翌年度
以降の
支　払
義　務
発　生
予定額

継続費
の総額
に

対する
進捗率年度 年割額

前年度
末まで
の支払
義務発
生（見
込）額

出資金

款 項 事業名

前前年
度末ま
での支
払義務
発生額

補助金

左の
財源
内訳

起　債
内部
留保
資金

全体計画

284,600

14,525

5,000

10,150

23,475

401,000

450,000

285,000

141,400

141,400

237,303

462,697

970,600
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現年度に係る分

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

期　　間

次亜塩素酸ナトリウム
購入単価契約

限　度　額

次亜塩素酸ナトリウム
購入に要する額

令和8年度

前年度末までの支払

義務発生（見込）額

事業収益

当該年度以降の支払

義務発生予定額事　　　　　　　項

限度額

に同じ

水道料金システム
電算処理業務委託

(単価契約)

金　　額期　　間 金　　額

左の財源

内　　訳

限度額

に同じ

水道料金システム
電算処理業務委託
(単価契約）に

要する額

令和8年度

限度額 限度額

に同じ に同じ
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（単位　千円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２　流　動　資　産

(1)

(2)

(3)

2,941,281

△ 1,670,450

令和7年度宮代町水道事業予定貸借対照表

（令和8年3月31日）

有 形 固 定 資 産

178,740

△ 194,300

10,138,545

貸 倒 引 当 金 △ 1,589

△ 5,109,057

減価償却累計額 5,300

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

237

115,178

△ 5,798

17,241

無 形 固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

6,976,392

305,796

1,032,145

未 収 金

電 話 加 入 権 237

土 地

185,933

建 物

構 築 物

減価償却累計額

6,102

減価償却累計額 5,029,488

車 両 運 搬 具

380,233

減価償却累計額 304

116,767

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

△ 11,941

1,270,831

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

4,197貯 蔵 品

6,976,629

8,128,149

1,151,520
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負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

(1)

イ

(2)

イ

４　流　動　負　債

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

(5)

５　繰　延　収　益

(1)

3,213

企 業 債

固 定 負 債 合 計

4,429,667

20,154そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

3,929,126

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計 3,213

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

57,098
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

修 繕 引 当 金

350,000

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

2,795

企 業 債

前 受 金

430,582

引 当 金

長期前受金収益化累計額

1,580,273

△ 2,348,853

負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

2,416,017

2,416,017

57,098

2,795

117

引 当 金

2,418,812
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資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金

(1)

７　剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

ロ

ハ

ニ

注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

（ア）有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物　　７年～５０年　　　構築物　　９年～６０年　　　機械及び装置　　４年～３０年

（イ）無形固定資産

・非償却資産（電話加入権）

3,483,735

3,483,735

資 本 剰 余 金 合 計

3

0

口 径 別 分 担 金

資 本 金 合 計

30,281

利 益 積 立 金

0減 債 積 立 金

14,000

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

建 設 改 良 積 立 金

補 助 金

寄 附 金

資 本 金

39,815

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

9,531

174,932

1

160,931当年度未処分利益剰余金

0

3,698,482

負 債 資 本 合 計

214,747

0

8,128,149

目 的 別 分 担 金

工 事 負 担 金
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（３）引当金の計上方法

（ア）退職給付引当金

　職員の退職手当については、埼玉県市町村総合事務組合への負担金を除き、一般会計が負担すること

としているため、退職手当に係る引当金の計上はしていない。

（イ）賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（ウ）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　貸借対照表に関する注記 　

（１）引当金の取り崩し

（ア）賞与引当金

　当年度において、職員の期末手当・勤勉手当６月分(法定福利費を含む。）を支給するため、賞与引当

金３，２２１千円を取り崩すこととする。

（イ）貸倒引当金

　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金２７６千円を取り崩すこととする。

３　その他の注記

（１）修繕引当金に係る経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すことと

する。
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（単位　千円）

１　営　 業　 収　 益

(1)

(2)

(3)

２　営　 業　 費　 用

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

３　営　業　外　収　益

(1)

(2)

(3)

４　営　業　外　費　用

(1)

(2)

５　特　 別　 利　 益

(1)

(2)

６　特　 別　 損　 失

(1)

(2)

118,626

雑 支 出 4,923 28,349

過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

支 払 利 息 23,426

50,433

給 水 収 益 562,643

そ の 他 営 業 収 益 21,145 658,888

分 担 金 75,100

原 水 及 び 浄 水 費 319,098

配 水 及 び 給 水 費 65,175

総 係 費 76,962

長 期 前 受 金 戻 入 68,133

雑 収 益

減 価 償 却 費 263,989

資 産 減 耗 費 10,214

そ の 他 営 業 費 用 0

0

固 定 資 産 売 却 損 0

0

前年度繰越利益剰余金

735,438

営 業 利 益 △ 76,550

受 取 利 息 及 び 配 当 金 60

13,727

90,277

経 常 利 益 13,727

固 定 資 産 売 却 益 0

令和6年度宮代町水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

0 0過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金 128,027

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余変動額 114,300
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（単位　千円）

資　　産　　の　　部

１　固　定　資　産

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２　流　動　資　産

(1)

(2)

(3)

流 動 資 産 合 計 1,072,663

資 産 合 計 7,339,867

未 収 金 115,589

貸 倒 引 当 金 △ 1,637 113,952

貯 蔵 品 3,697

無 形 固 定 資 産 合 計 237

固 定 資 産 合 計 6,267,204

現 金 預 金 955,014

建 設 仮 勘 定 305,796

有 形 固 定 資 産 合 計 6,266,967

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権 237

減価償却累計額 △ 5,748 354

工具、器具及び備品 16,841

減価償却累計額 △ 10,085 6,756

機 械 及 び 装 置 2,778,533

減価償却累計額 △ 1,581,942 1,196,591

車 両 運 搬 具 6,102

減価償却累計額 △ 187,466 192,767

構 築 物 9,333,697

減価償却累計額 △ 4,947,734 4,385,963

令和6年度宮代町水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和7年3月31日）

有 形 固 定 資 産

土 地 178,740

建 物 380,233

－　　－17



負　　債　　の　　部

３　固　定　負　債

(1)

イ

(2)

イ

４　流　動　負　債

(1)

イ

(2)

(3)

(4)

イ

(5)

５　繰　延　収　益

(1)

負 債 合 計 3,593,027

長 期 前 受 金 3,706,742

長期前受金収益化累計額 △ 2,288,440

繰 延 収 益 合 計 1,418,302

引 当 金 合 計 3,221

そ の 他 流 動 負 債 20,154

流 動 負 債 合 計 346,715

未 払 金 250,000

前 受 金 117

引 当 金

賞 与 引 当 金 3,221

固 定 負 債 合 計 1,828,010

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

73,223

企 業 債 合 計 73,223

企 業 債 合 計 1,825,215

引 当 金

修 繕 引 当 金 2,795

引 当 金 合 計 2,795

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

1,825,215
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資　　本　　の　　部

６　資　　本　　金

(1)

７　剰　　余　　金

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2)

イ

ロ

ハ

ニ

注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法

（ア）有形固定資産

・減価償却の方法　　定額法

・主な耐用年数

建物　　７年～５０年　　　構築物　　９年～６０年　　　機械及び装置　　４年～３０年

（イ）無形固定資産

・非償却資産（電話加入権）

剰 余 金 合 計 263,105

資 本 合 計 3,746,840

負 債 資 本 合 計 7,339,867

建 設 改 良 積 立 金 81,263

当年度未処分利益剰余金 128,027

利 益 剰 余 金 合 計 223,290

資 本 剰 余 金 合 計 39,815

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 0

利 益 積 立 金 14,000

目 的 別 分 担 金 9,531

口 径 別 分 担 金 30,281

受 贈 財 産 評 価 額 0

資 本 剰 余 金

寄 附 金 3

補 助 金 0

工 事 負 担 金 0

資 本 金 3,483,735

資 本 金 合 計 3,483,735
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（３）引当金の計上方法

（ア）退職給付引当金

　職員の退職手当については、埼玉県市町村総合事務組合への負担金を除き、一般会計が負担すること

としているため、退職手当に係る引当金の計上はしていない。

（イ）賞与引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（ウ）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　貸借対照表に関する注記 　

（１）引当金の取り崩し

（ア）賞与引当金

　当年度において、職員の期末手当・勤勉手当６月分(法定福利費を含む。）を支給するため、賞与引当

金３，４３９千円を取り崩すこととする。

（イ）貸倒引当金

　当年度において、不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金６２６千円を取り崩すこととする。

３　その他の注記

（１）修繕引当金に係る経過措置

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すことと

する。
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（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

3

1

2

3

2

1

2

1

3

1

4

1

2

3

1

1

2

1

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

260

2,746

長期前受金戻入

特 別 利 益

不用品売却収益

雑 収 益

10

戻 入 64,951

2,756

修 正 益

過年度損益

売 却 益

還 付 金

長期前受金

消 費 税 52,043

1
60

10

そ の 他

営 業 収 益

固 定 資 産

21,816

10

その他雑収益

52,043

20㎜　　    85 件

460

10

口径変更　　10 件

材料売却収益

90

880

指定給水装置工事事業者の指定手数料

35,530

6,600

411

920

17,503

農業集落排水使用料徴収事務委託料

目 予 定 額

水道水使用料

附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

672,160

13㎜　　　　20 件43,010

490

208

給水件数　　　　15,500件

2,274消火栓緊急修繕

指定給水装置工事事業者の指定更新手数料

110

定期預金利息・普通預金利息

20,886

節 金　　額

有収水量見込　3,303,000㎥

長期前受金戻入額

給水装置工事の設計審査・工事検査手数料

給水戸番図

款　　　項

672,160給 水 収 益

43,010

856,816

営 業 収 益 736,986

事 業 収 益

手 数 料

分 担 金

口径別分担金

預 金 利 息

60

下水道使用料徴収事務委託料雑 収 益

119,810

飲料水兼用耐震性貯水槽維持管理費

使用済メーター売却代金

消費税及び地方消費税還付金

土地賃貸料・事務所使用料等

消費税還付金

20

64,951

10

固定資産売却益

10

過年度損益修正益

令和7年度宮代町水道事業会計予算実施計画明細書

営業外収益

受 取 利 息
及び配当金
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（単位　千円）

1

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

2

1

2

支　　　　　　　出

地域手当

燃 料 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

配 水 及 び 78,203

動 力 費

240

464

50

235,645

2,000

次亜塩素酸ナトリウム購入費

保菌検査手数料

修 繕 費

35,000 第2浄水場、宮東配水場及び取水井電気料

浄・配水場施設修繕費

高圧受電設備保守点検業務委託料

28

161

浄化槽法定検査手数料

293

消防設備保守点検業務委託料

浄・配水場管理運営用消耗品

発電機燃料費

32,450

704

140

18

1,000

勤勉手当

629

170

浄・配水場各設備保守点検業務委託料

587

職員出張旅費

賞与引当金繰入額(期末手当） 366

49,381

489

浄・配水場電話料

浄・配水場維持管理業務委託料

期末手当 730

回線使用料

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

時間外勤務手当

職員給料　　

450

扶養手当

地域手当 252

2,253

4,553

234

節 金　　額
目

796,399

834,377

予 定 額
各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

附　　　　　　　記

手 当

款　　　項

事 業 費 用

営 業 費 用

浄 水 費

原 水 及 び 345,536

給 料

賞与引当金繰入額 659

旅 費

791

給 水 費

9,900

次亜塩素貯留槽清掃業務委託料

159

放射線物質等水質検査手数料

予備費

17

66

5,150

浄化槽保守点検業務委託料

水質検査委託料

職員給料　　3,600

2,161手 当

受 水 費

給 料

70

手 数 料

県水受水量　　3,467,500㎥

24

276

355

期末手当

14,224

時間外勤務手当

通勤手当

扶養手当

薬 品 費

594

勤勉手当

208

児童手当
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3

4

5

6

7

8

9

3

1

2

通勤手当

時間外勤務手当

期末手当

3

4

5

6

7

8

9

10

11

1,392

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

22

職員出張旅費

公務災害負担金 71

帳票等印刷費

ＮＴＴ・ＶＰＮ回線利用料

5,922

事務用品等

路面復旧工事費

交 際 費

123

印 刷 製 本 費

テレビ受信料

町長交際費

郵便料金

市町村共済組合負担金

1,907

管理職手当

車両ガソリン代

697

5,851

76

備 消 品 費

旅 費

法 定 福 利 費

プロパンガス代

220

598

845

2,945

賞与引当金繰入額(法定福利費）

480

電磁流量計維持管理委託料

9,300

水道施設情報管理システム補正業務委託料

25,520

7,655

配水管洗浄作業業務委託料

6,171

目 予 定 額

90

款　　　項

材 料 費

路 面 復 旧 費

修 繕 費 16,446

3,000

給 料

2,048

95,856

11,943

2,043

3,764

60

手 当 5,129

総 係 費

賞与引当金繰入額(期末手当）

40光 熱 水 費

備 消 品 費 1,090

給配水管等修繕費

乙・丙止水栓、止水栓筺、量水器筺

職員給料　　

賞与引当金繰入額

燃 料 費

通 信 運 搬 費

7,788

506

10

459

10,275

646

旅 費

給水装置工事受付業務委託料

節

198

30

宮東配水場電話料・携帯電話使用料

勤勉手当

緊急用備品購入費

ＶＡＬＵＸ通信料

量水器取替工事費

漏水調査業務委託料

50,483

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

222

委 託 料

506

附　　　　　　　記

賞与引当金繰入額(勤勉手当）

金　　額

賞与引当金繰入額(期末手当）賞与引当金繰入額

職員出張旅費

284

地域手当

管理職員特別勤務手当

1,689

住居手当 228

40

195
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12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

4

5

1

2

6

1

2

手 数 料

貸倒引当金繰入額

構築物・機械及び装置

14,300

1,856

412警備委託料

上下水道料金等徴収業務委託料

274,306

1

減価償却費

公 課 費

委 託 料

雑 費

貸倒引当金繰入額

電算保守委託料

複写機保守料

職員研修費

水道システムソフトウェアレンタル料

61

水道賠償・機械設備損害保険料

2,271

日本水道協会外会費負担金

1,823

1,764

土地賃借料

複写機リース料

153

車両点検整備費等

2,432

99

93

清掃委託料

1,493

経営検討業務

6,377

396

1,902

1,803

32,472

2,487

附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

コンビニ収納手数料

口座振替等手数料

負 担 金

91,814機械及び装置

構築物

車検時諸費用等

車両運搬具

173,752

工具器具及び備品

50

車両重量税・印紙代

228

1,917

建物 6,834

7

車両任意保険料・自賠責保険料 182

市町村総合事務組合負担金(退職手当)

支払処理手数料

1,634

7

モップ等借上料

370

85

49,753

310

雑 支 出

資産減耗費 2,478

営 業 費 用

そ の 他

研 修 費

たな卸資産減耗費 10

修 繕 費

予 定 額
金　　額

54

保 険 料

賃 借 料

款　　　項

10

2,468

材料売却原価

10

補 償 金 10

274,306

固定資産除却費

有形固定資産
減 価 償 却 費

20

目

600

口座振替一括伝送サービス手数料

節

EBサービス手数料 396

火災保険料
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2

1

1

2

1

3

1

3

1

1

2

1

4

1

1

10

10

29,859

金　　額

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

10

10

消 費 税

節

地方公共団体金融機構

32,848 2,989

附　　　　　　　記

財務省財政融資資金企 業 債 利 息

32,848

営業外費用 32,868

100

5,000

予 備 費

予 備 費

特 別 損 失

固 定 資 産

目

過年度損益

110

100

その他雑支出

10

5,000

固定資産売却損

予 定 額

過誤納金還付引当金過年度損益修正損

5,000

10

予 備 費

雑 支 出

修 正 損

消 費 税

支 払 利 息

売 却 損

款　　　項
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（単位　千円）

1

1

1

1 企業債による借入金

2

1

1

3

1

1 社会資本整備総合交付金

4

1

1

5

1

1

（単位　千円）

1

1

1

1

2

1

1

3

1

1

2

他 会 計 141,400

補 助 金

1,100

財務省財政融資資金

地方公共団体金融機構

購 入 費

100,000

企 業 債 647,900

新規量水器購入費　　9,378機械及び装置

1,075,000

8,214

10

141,400

一般会計出資金

8,214

附　　　　　　　記

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

配水管切回し工事等に伴う負担金

7,114

節

支　　　　　　　出

国 庫 補 助 金

出 資 金

10

金　　額

100,000

工 事 負 担 金

消火栓工事等に伴う負担金

100,000

8,214

企 業 債

売 却 代 金

目 予 定 額

固定資産売却代金

897,524

款　　　項

出 資 金 141,400

10

金　　額節 附　　　　　　　記

企 業 債

573,0001,075,000 配水管整備事業建 設 改 良 費

1,075,000

浄・配水場施設整備事業

9,818

502,000

73,223 54,530

18,693

購 入 費 固 定 資 産 9,818

73,223

固 定 資 産

償 還 金

73,223

元 金 償 還 金

元金償還金

建設改良費

建設改良費

固 定 資 産

1,158,041

売 却 代 金 固 定 資 産

資 本 的 支 出

各　　　　　　目　　　　　　明　　　　　　細

負 担 金

企 業 債

工事負担金

款　　　項

収　　　　　　　入

647,900

647,900

資 本 的 収 入

予 定 額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

目

国庫補助金

工具器具及び備品 440 ハンディターミナル購入費
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